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第 号

受注者 住 所

名 称

役職及び氏名 ( 才)

上記の者は､ 設計業務等委託契約に基づき､ 用地調査等を行う者であることを証明する｡

調査等の名称

調査等の箇所

有 効 期 限 自 平成 年 月 日

至 平成 年 月 日

発 行 日 平成 年 月 日

発 行 者 住所

氏名 印

裏面記載事項

１ 本証は､ 公印､ 日付のないものは無効とする｡

２ 有効期間を経過したとき､ 又は設計業務等委託契約書が解除されたとき等不要と

なった場合は､ ただちに返還すること｡

３ 役職､ 氏名に変更があったときは､ すみやかに記載事項の変更を受けること｡

４ 本証は､ 他人に貸与し､ 又は譲渡してはならない｡

身 分 証 明 書
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年 月 日契約の のため､ 障害

物を伐除したので用地測量共通仕様書第16条第２項の規定に基づき､ 別紙調査表を添えて報告します｡

(注) 別紙調査表は､ 立竹木調査表等に準じて作成するものとする｡

様式第５号 (第16条関係)

年 月 日

様

住 所

受注者 氏 名 �
主任技術者 �

障 害 物 伐 除 報 告 書













―
66
―

様式第10号 (第30条関係)

工 事 名
取 得 用 地 一 覧 表 (全体・当該年度分)

工事箇所
郡 町
市 村

大字 地内
(作成月日 年 月 日)

番号 市町村 大字
字

丁目
地 番

(現況地目) 公簿面積

(㎡)

用 地 費
補償費 用補計

所 有 者
備 考

地 目 買 収 面 積
(㎡)

単 価
(円)

金 額
(円) 住 所 氏 名
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６ 地積測量の方法
年 月 日調査

土 地 現 地 調 査 書トランシット測量
テープ測量・平板測量
コンパス測量・その他

座標法 (直角座標法・倍横
距法)
座標を三斜に換算・三辺法
(ヘロン公式)
三斜法・その他

○○部長 印

１ 調 査 物 件
郡 市 町 村 大 字 字 地 番

７ 備 考

２ 地 域 区 分 市街地地域 村落・農耕地域 山林・原野地域

３ 所在の確認
登記簿 公図 法17条地図 申請人・立会人の申述

市町村副図 町名地番図 地形・周囲の状況

４ 所有権確認資料
埋立竣工認可書 譲与・交換 売払証明書 (承諾書) 登記簿
相続関係書類 法定代理権限を証する書面
その他 ( )

５ 筆界の調査
境 界
調 査
の

方 法

登記所の地積測量図・その他測量成果図
区画整理等確認図・公用地境界査定図
所有者､ 立会人の指示
その他 ( )

境界標
の

種 別
及 び
位 置

種 別 位 置

コンクリート杭・石杭・金属杭
鋲・木杭・刻印・境樹・塀・
プラスチック杭
その他 ( )
その他参照事項 既設 点

新設 点

別添図面のとおり

恒久的
地物の
種 別
及 び
位 置

種 別 位 置
基準点 (三角点・多角点・水準
点) 鉄塔・記念碑・石段
マンホール・タンク
コンクリート製電柱類・橋梁
煙突・鉄筋コンクリート造建物
その他 ( )

別添図面のとおり

立会人の住所・氏名及び
所有者との関係

別添図面のとおり
立会調書写のとおり

様式第11号 (第34条関係)
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(附)

地 番 参 考 図
土地の所在

(注) １ 土地所在図､ 地積測量図を参考図として利用しても差し支えない｡

様式第11号 (第34条関係)
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記

郡 町

市 村 地内

大 字 字 地番

公簿
取得又は使用し
ようとする土地 所有権以

外の権利
の 種 類

関 係 人
の 氏 名

摘要

地目 地 積
現 況
地 目

面 積
三重県が施行する 工事のため必要な土地について別記の

とおり調書を作成する｡

年 月 日

別記記載事項に誤りがないことを確認する｡

土地所有者住所

氏名又は名称

関 係 人 住 所

氏名又は名称

��
○○県民局○○部長

調 査 者 氏 名

��
土 地 確 認 書

様式第12号 (第35条関係)


